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1. 研究の背景と目的                  

2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生し、東北地方

は壊滅的な被害を受け、福島第一原子力発電所の事故が

起きた。原発事故後、国内では原発の是非に関する議論

が巻き起こった。原子力発電に代わる発電として火力発

電が挙げられるが、発電時の多量の二酸化炭素排出、燃

料である化石燃料費の高騰、産油国の多くが政治的に不

安定であるため供給の不安定性が問題として挙げられる。 
そのような中、再生可能エネルギーが注目されている

が、導入にかかる費用の高さの問題や供給の安定性の問

題などで国内では導入が進んでこなかった。 
本研究では京葉工業地域を有し、国内で東京都に次い

で 2 番目に二酸化炭素を排出する千葉県を取り上げ、太

陽光発電を導入した際の二酸化炭素排出量削減効果と経

済効果を分析することで太陽光発電の導入を促進するこ

とを目的とする。 
2. 先行研究                      

先行研究として松浦(2009)による「静岡県内への新エ

ネルギー導入促進による経済と環境に与える影響の分

析」があり、新エネルギーへの投資を行っているが、本

研究では投資を(i)機材費(ii)施工費の２つに分けた分析

を行っている。 
3. 千葉県環境基本計画                 

千葉県では太陽光発電、風力発電などの再生可能エネ

ルギーの普及を目指している。千葉県環境基本計画では

平成 30 年までに総エネルギー量に占める再生可能エネ

ルギーの割合を 6％にすることを目指している。この目

標を達成すべく「千葉県新エネルギー産業の集積促進に

向けたプラン」に基づき、千葉県の産業・技術面での高

いポテンシャルを活かし、新エネルギー産業の振興を総

合的に推進している。 
4. 本研究の概要                    
   本研究では千葉県を取り上げ、2005 年度を対象とした

静学分析を行う。ベースデータとして 2005 年度千葉県産

業連関表を用いて千葉県の応用一般均衡モデルを作成す

る。その上で千葉県へ太陽光発電を導入した際の県内の

二酸化炭素排出量と経済活動(GRP)へ与える影響を分析

する。 
   本研究では太陽光発電導入に必要な投資額を(i)機材費

(ii)施工費－と 2 つに分けて投資を行うとともに太陽光発

電導入による電力供給量が増大することを前提とし、そ

れらが千葉県内の経済活動にどのような影響をもたらす

かについて分析を行う。 
5. モデルの概要                    

本研究では GGE 応用一般均衡モデルを用いて 2005 年度

の千葉県を対象とした静学分析を行う。図 1 がモデルの 
全体図であり、σは代替の弾力性を表す。
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            図 1 モデル全体図 
   本分析では、太陽光発電導入に必要な投資額は全て家

計から支出されるとし、発電された電力を売電すること

で得られた所得は家計に入るものとする。 
6. シミュレーション分析                

 本研究では太陽光発電導入量についてポテンシャルに

対する導入量とともに、将来の導入費用の低下を想定し

て、導入費用を以下の表 1 のように設定した。国立環境

研究所 2012 年度推計によれば、千葉県の年間の太陽光発

電ポテンシャルは約 218 万 MWh である。 
        表 1:太陽光発電導入量と導入コスト 
太陽光発電導入量 表記 導入コスト 表記 

ポテンシャル 100％ p100 初期コスト c00 

ポテンシャルの 90％ p90 コスト 1％減 c01 

ポテンシャルの 80％ p80 コスト 2％減 c02 

ポテンシャルの 70％ p70 コスト 4％減 c04 

ポテンシャルの 60％ p60 コスト 6％減 c06 

ポテンシャルの 50％ p50 コスト 8％減 c08 

ポテンシャルの 40％ p40 コスト 10％減 c10 

ポテンシャルの 30％ p30 

ポテンシャルの 20％ p20 

ポテンシャルの 10％ p10 

ポテンシャルの 5％ p5 



6.1 太陽光発電の導入による CO2 排出量の変化      
図 6.1 は太陽光発電導入の前提を変化させた場合におけ

る CO2 排出削減量の変化を示したものである。 
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      図 6.1:CO2 排出削減量の変化 
図 6.1 から、どの導入量においても太陽光発電を導入す

ることで CO2 排出量は導入前と比較して削減されること

がわかる。初期コストでポテンシャル分導入する場合には

約 98.3 万ｔ (約 0.8％)の CO2 が減少する結果となった。こ

れは太陽光発電導入によって、化石燃料からの電力生産分

が減少し、電力生産に伴う CO2 排出量が減少するためであ

る。一方、家計は、太陽光発電導入に伴う売電所得を得る

ものの、太陽光発電への投資額が大きいため、消費が減少

し、導入前と比較して家計からの CO2 排出量は約 3.9 万 t
削減される。部門毎の CO2 排出削減量を見ると「電力」で

約 3.7％、「電子機器」で約 1.6％減少する結果となった。 
  また、図 6.1 から CO2 排出削減量は導入コスト減少によ 

る影響をほとんど受けないことが分かる。 
6.2 太陽光発電を導入した場合 GRP の変化        

図 6.2 は太陽光発電導入の前提を変化させた場合におけ

る現状 GRP からの減少額の変化を示したものである。 
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       図 6.2 : GRP の減少額の変化 
 図 6.2 から分かるように、どの導入量においても GRP は

減少する結果となった。p100,c00 の場合の減少が最も大き

く、約 545 億円 (約 0.3％)減少した。これは太陽光発電導

入によって家計は売電所得を得るものの、導入に必要な費

用を家計が所得から負担することで、家計の消費が減少し、

その効果が太陽光発電投資による GRP 増加の効果を上回

っているからである。また、GRP の減少は導入量が小さい

ほど少ないことがわかる。これは導入量が小さいほど家計

の所得の負担が減るため、消費の減少分が小さいからであ

る。p100,c00 の場合の部門毎の生産額の変化について見れ

ば、「機械」は約 3.2％、「土木」は約 0.1％、「鉄鋼」は約

2.3％増加し、「電力」は約 3.7％減少する結果となった。本

分析では「機械」と「土木」に投資を行っているが、いず

れの生産増加額も投資額より小さい結果となった。これは

投資が「鉄鋼」など他の部門に波及しているからである。

導入費用が低下する場合について p100の c00と c10 のケー

スの比較から、導入費用が現在より 10％低下する場合には

GRP 減少額は約 491 億円 (約 0.25％)であり、現在の費用で

導入する場合と比較して GRP の減少は約 54 億円軽減され

ることになる。導入コストが低下することで、家計の負担

が軽減されるため消費は約 84 億円改善した。この効果が

太陽光発電への投資額の減少分である 54 億円を上回るた

め、GRP は増加する結果となる。 
7. 結論                        

本分析から以下のことが明らかとなった。 
・千葉県において太陽光発電をポテンシャルまで導入するこ

とによって CO2 排出量は約 0.8%削減される。 
・太陽光発電導入量が多いほど CO2 排出量は削減されるが 

GRP は減少してしまう。 
・導入費用が減少した場合、CO2 排出量には大きな影響を

与えないが、家計の投資負担が軽減されるため GRP は改

善される。 
・太陽光発電を初期コストでポテンシャル分導入する場合、

電力を生産する際に発生する CO2 排出量を約 3.7%削減す

ることができた。 
今回の分析では太陽光発電を導入した場合、CO2 排出量

は減少するものの、GRP は減少し、経済と環境を両立させ

る結果とはならなかった。しかし、コストを減少させるこ

とで GRP は改善されるため、太陽光発電を低費用で導入す

ることができれば、経済成長と環境の両立を望むことがで

きる。 
8. 今後の課題                     
・今回の分析では 2005 年時点で千葉県に太陽光発電を導入

した場合の静学分析を行っているが、現実的には太陽光発

電や技術革新は何年も経て実現されるものであるためモ

デルの動学化が必要である。 
・千葉県には太陽光だけでなく、風力やバイオマスなど様 
々な再生可能エネルギーが存在する。今回の分析では導

入における費用を機材と施工に分けて行ったため、風力

やバイオマスに関してはデータの都合上、分析を行うこ

とができなかった。今後は他の再生可能エネルギーも導

入した場合の分析を行う必要がある。 
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